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議案第９２号 

   世田谷区保育料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和元年９月１７日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 保育料の額を改定し、世田谷区立保育園に係る給食費の額等を定めるとと

もに、規定の整備を図る必要があるので、本案を提出する。 
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  世田谷区保育料条例の一部を改正する条例 

 世田谷区保育料条例（平成２６年１２月世田谷区条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１条中「並びに」を「、」に、「その他」を「並びに区立保育園における給食費

（以下「区立保育園給食費」という。）その他」に改める。 

 第２条第１項第２号中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「

の規定による」を「に規定する」に改める。 

 第３条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条 

第２項中「、特定教育・保育のうち教育」を「定めるとおりとし、教育」に、「別表

第２に定めるとおり」を「零」に改め、同条第３項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改める。 

 第４条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 第５条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条

第２項中「別表第３」を「別表第２」に改め、同条の次に次の２条を加える。 

（区立保育園給食費） 

第５条の２ 区立保育園を利用する教育・保育給付認定子ども（３歳以上児（特定教

育・保育等の利用を開始した年度の初日の前日において３歳に達している教育・保

育給付認定子どもをいう。）に限る。以下この条及び次条において同じ。）の保護

者若しくは扶養義務者又はその教育・保育給付認定子どもは、世帯の所得の状況そ

の他の事情に応じて、区立保育園給食費を支払わなければならない。 

２ 区立保育園給食費の１人当たりの月額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

⑴ 別表第１に掲げる階層区分がＡ階層からＤ９階層までに属する世帯 零 

⑵ 別表第１に掲げる階層区分がＤ１０階層からＤ３０階層までに属する世帯 ４，

５００円 

３ 月の中途において入園し、又は退園した場合の区立保育園給食費は、これを１月

として計算する。 

（多子世帯の区立保育園給食費） 

第５条の３ 前条第２項の規定にかかわらず、教育・保育給付認定子どもの属する世

帯が規則で定める多子世帯である場合の区立保育園給食費の額は、規則で定めると
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ころによる。 

 第６条中「又は区立保育園延長保育料」を「、区立保育園延長保育料又は区立保育

園給食費」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 第７条の見出し中「保育料等の」を削る。 

 第８条の見出し中「保育園保育料及び区立保育園延長保育料の」を削り、同条中「

及び区立保育園延長保育料」を「、区立保育園延長保育料及び区立保育園給食費」に

改める。 

 第９条の見出し中「保育園保育料及び区立保育園延長保育料の」を削り、同条第１

項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「又は区立保育園延長

保育料」を「、区立保育園延長保育料又は区立保育園給食費」に改める。 

 第１０条の見出し中「保育園保育料の」を削る。 

 別表第１備考以外の部分を次のように改める。 
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別表第１（第３条、第５条の２関係） 

世帯の階層区分 保育料の月額（１人につき） 

階層 定義 

３歳未満児 ３歳以上児 

保育標準時間 保育短時間  

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯 ０円 ０円 ０円 

Ｂ１ Ａ階層を除き、所得割

課税額が０円の世帯（

均等割のみ課税世帯を

含む。） 

ひとり親等の世帯 ０円 ０円 ０円 

Ｂ２ ひとり親等の世帯以外の世帯 ０円 ０円 ０円 

Ｄ１ Ａ階層を除き、所得割

課税額が０円以外の世

帯 

所得割課税額が１２，０００円未満である世帯 ７，４００円 ７，３００円 ０円 

Ｄ２ 所得割課税額が１２，０００円以上３７，０００円未満である世帯 ９，５００円 ９，４００円 ０円 

Ｄ３ 所得割課税額が３７，０００円以上５２，０００円未満である世帯 １１，３００円 １１，２００円 ０円 

Ｄ４ 所得割課税額が５２，０００円以上８２，０００円未満である世帯 １８，３００円 １８，０００円 ０円 

Ｄ５ 所得割課税額が８２，０００円以上１２２，０００円未満である世

帯 

２３，０００円 ２２，７００円 ０円 

Ｄ６ 所得割課税額が１２２，０００円以上１６２，０００円未満である

世帯 

２７，０００円 ２６，６００円 ０円 

Ｄ７ 所得割課税額が１６２，０００円以上２０２，０００円未満である

世帯 

２９，７００円 ２９，２００円 ０円 

Ｄ８ 所得割課税額が２０２，０００円以上２２０，０００円未満である

世帯 

３２，３００円 ３１，８００円 ０円 

Ｄ９ 所得割課税額が２２０，０００円以上２３５，０００円未満である

世帯 

３５，７００円 ３５，１００円 ０円 
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Ｄ１０ 所得割課税額が２３５，０００円以上２５０，０００円未満である

世帯 

３８，３００円 ３７，７００円 ０円 

Ｄ１１ 所得割課税額が２５０，０００円以上２６５，０００円未満である

世帯 

４０，８００円 ４０，２００円 ０円 

Ｄ１２ 所得割課税額が２６５，０００円以上２８０，０００円未満である

世帯 

４２，８００円 ４２，１００円 ０円 

Ｄ１３ 所得割課税額が２８０，０００円以上２９５，０００円未満である

世帯 

４５，５００円 ４４，８００円 ０円 

Ｄ１４ 所得割課税額が２９５，０００円以上３１０，０００円未満である

世帯 

４７，８００円 ４７，０００円 ０円 

Ｄ１５ 所得割課税額が３１０，０００円以上３２５，０００円未満である

世帯 

５０，０００円 ４９，２００円 ０円 

Ｄ１６ 所得割課税額が３２５，０００円以上３４０，０００円未満である

世帯 

５２，０００円 ５１，２００円 ０円 

Ｄ１７ 所得割課税額が３４０，０００円以上３５５，０００円未満である

世帯 

５３，５００円 ５２，６００円 ０円 

Ｄ１８ 所得割課税額が３５５，０００円以上３７０，０００円未満である

世帯 

５５，５００円 ５４，６００円 ０円 

Ｄ１９ 所得割課税額が３７０，０００円以上３８５，０００円未満である

世帯 

５７，０００円 ５６，１００円 ０円 

Ｄ２０ 所得割課税額が３８５，０００円以上４００，０００円未満である

世帯 

５８，５００円 ５７，６００円 ０円 

Ｄ２１ 所得割課税額が４００，０００円以上４４５，０００円未満である

世帯 

６１，０００円 ６０，０００円 ０円 

Ｄ２２ 所得割課税額が４４５，０００円以上４９０，０００円未満である

世帯 

６４，０００円 ６３，０００円 ０円 
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Ｄ２３ 所得割課税額が４９０，０００円以上５７０，０００円未満である

世帯 

６７，３００円 ６６，２００円 ０円 

Ｄ２４ 所得割課税額が５７０，０００円以上６５０，０００円未満である

世帯 

７０，５００円 ６９，４００円 ０円 

Ｄ２５ 所得割課税額が６５０，０００円以上７３０，０００円未満である

世帯 

７３，０００円 ７１，８００円 ０円 

Ｄ２６ 所得割課税額が７３０，０００円以上８４０，０００円未満である

世帯 

７４，５００円 ７３，３００円 ０円 

Ｄ２７ 所得割課税額が８４０，０００円以上９５０，０００円未満である

世帯 

７６，０００円 ７４，８００円 ０円 

Ｄ２８ 所得割課税額が９５０，０００円以上１，１３０，０００円未満で

ある世帯 

７７，０００円 ７５，７００円 ０円 

Ｄ２９ 所得割課税額が１，１３０，０００円以上１，３１０，０００円未

満である世帯 

７８，０００円 ７６，７００円 ０円 

Ｄ３０ 所得割課税額が１，３１０，０００円以上である世帯 ７９，０００円 ７７，７００円 ０円 
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 別表第１備考第１項第１号中「次号、第３号及び」を削り、「支給認定子ども」を

「教育・保育給付認定子ども」に改め、同項第２号を次のように改める。 

⑵ ３歳以上児 第５条の２第１項に規定する３歳以上児をいう。 

 別表第１備考第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、

同項第６号ア、ウ及びエ中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

め、同号を同項第５号とし、同項中第７号を第６号とし、第８号を第７号とし、同表

備考第４項中「又は３歳児」を削り、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改め、同表備考第５項及び第６項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付

認定子ども」に改める。 

 別表第２を削る。 

 別表第３中「  ２００円」を「    ０円」に改め、同表備考第１項中「、「

３歳児」、「４歳以上児」」及び「、３歳児、４歳以上児」を削り、同表備考中第１

０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同表備考第７項

中「別表第１備考第１項第５号」を「別表第１備考第１項第４号」に改め、同項を同

表備考第８項とし、同表備考第６項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改め、同項を同表備考第７項とし、同表備考第５項中「支給認定子ども」を

「教育・保育給付認定子ども」に改め、同項を同表備考第６項とし、同表備考第４項

中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同項を同表備考第５

項とし、同表備考中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１

項を加え、同表を別表第２とする。 

２ 前項に規定するもののほか、この表において、次の各号に掲げる用語の意味

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ ３歳児 特定教育・保育等の利用を開始した年度（次号において「当該年

度」という。）の初日の前日において３歳に達し、４歳に達していない教育

・保育給付認定子どもをいう。 

⑵ ４歳以上児 当該年度の初日の前日において４歳に達している教育・保育

給付認定子どもをいう。 

  附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表第１及び別表第２の規定は、令和元年１０月以後の
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月分の保育料（第１条に規定する保育料をいう。以下同じ。）、区立保育園延長保

育料（同条に規定する区立保育園延長保育料をいう。以下同じ。）及び区立保育園

給食費（同条に規定する区立保育園給食費をいう。以下同じ。）について適用し、

同月前の月分の保育料、区立保育園延長保育料及び区立保育園給食費については、

なお従前の例による。 

 


